
大地震から首都東京を守る
特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化

　緊急輸送道路は、震災時の救急救命・消火活動、物資の輸送、復旧復興の生命線・大動脈であり、沿道建築物の倒壊による道

路閉塞を防ぐことは、都民の生命と財産を守るとともに、首都機能を維持するために極めて重要です。

　このため、東京都は、「東京における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例」を施行し、特に重要な道路を「特定緊

急輸送道路」として指定し、その沿道建築物に耐震診断の義務付け※1や費用の助成などを行い、耐震化を重点的に進めてきま

した。

　耐震診断により耐震性能が不十分なことが判明した建築物の所有者は、耐震改修等に努める必要があります。

※1　「建築物の耐震改修の促進に関する法律」でも耐震診断が義務付けられています。

写真提供 一般財団法人 消防科学総合センター



特定緊急輸送道路の新たな指標

　特定緊急輸送道路の広域的な道路
ネットワーク機能を確保するためには、
特定緊急輸送道路の任意の地点に到
達できることが重要です。
　このため、特定緊急輸送道路全体を
捉えた評価指標として、区間到達率、
総合到達率を導入しました（令和２年６
月末現在　総合到達率　91.4％）。
〇総合到達率
特定緊急輸送道路全体の通行機能
を評価する指標であり、区間到達率
を道路全体で加重平均して算出した
もの

〇区間到達率
区間ごとの通行機能を評価する指
標であり、当該区間に都県境入口の
過半から到達できる確率をシミュ
レーションにより算出したもの

※詳細については、「東京都耐震ポータルサイト」内にある
「東京都耐震改修促進計画（一部改定）」（https://www.
taishin.metro.tokyo.jp/pdf/tokyo/sokushinkeikaku_2.
pdf?ver=20200330）を御覧ください。
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期限までに正当な理由がなく耐震診断を実施していない建物については、東京都耐震ポータルサイトで公

表しております。

耐震診断の結果、耐震性が不十分な場合には、所有者は耐震改修等※の実施に努める必要があります。

なお、耐震改修等※を実施した場合は、所有者又は管理者は、耐震改修等※の結果について報告する必要があ

ります。
※耐震改修等には、耐震改修のほか、建物の全部又は一部の除却・移転・建替えの場合も含みます。

耐震診断の結果、耐震性が不十分な場合には、所有者は占有者に対して、地震に対する安全性の基準に適合

しない旨を通知し、耐震改修等の実現に向けた協力を求めるよう努める必要があります。

④占有者に対する通知及び協力依頼（努力義務）

　平成25年11月に改正された「建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下、「法」という。）」により、耐

震診断の結果を公表することが定められました。東京都では、平成 30 年 3 月に法に基づき耐震診断の結

果を公表しました。

　詳しくは、東京都耐震ポータルサイトをご覧ください。

耐震診断結果の公表

　特定緊急輸送道路沿道建築物の所有者又は管理者の方は、耐震診断の結果・耐震改修等の実施につい

て、完了した日から30日以内に報告してください。

　特定緊急輸送道路沿道建築物の占有者は、所有者が行う耐震化の実現に向けて協力するよう努める必

要があります。

特定緊急輸送道路沿道建築物の占有者の責務

※建替設計も対象になります（Is 値が 0.3 未満相当の場合に限る）。

※令和 2 年6 月現在の制度です。今後、制度に変更が生じる可能性があります。

詳細は区市町村にお問い合わせください。

掛けた額です。

助成対象基準額はどのように計算すればよいのですか。

受け取れる助成額はどのように計算するのですか。
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※建替え工事・除却も対象になります（耐震改修相当額）。

建替え工事の場合の助成対象事業費は、耐震改修相当額になります。
（建替えとは、現在ある建築物を除却し、引き続き同一の敷地で新たに建築することです。
除却の前に助成申請を行ってください。）
詳しくは、区市町村の窓口に御相談ください。

建築物（住宅を除く。）

住宅（マンションを除く。）の場合
※一部の住宅は49,300円/㎡

（マンションを除く。）

占有者が存する場合や耐震性能向上に要する費用について加算や助成を受けられる場合があります。
制度や助成率などの詳細については区市町村にお問い合わせください。

76,800円/㎡

75,300円/㎡

51,150円/㎡

83,800円/㎡

51,200円/㎡

50,200円/㎡

34,100円/㎡

詳細は区市町村にお問い合わせください。

建築物（住宅を除く。）

●一般的な耐震改修工事の場合

●免震工法等の特殊工法の場合

※一部の住宅は73,950円/㎡

Is値が0.3未満の場合には、以下の単価となる
場合があります。

住宅（マンションを除く。）の場合

建替え工事の場合、かかった工事金額全てを助成対象工事費とみてよいですか。
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●耐震化アドバイザーの無料派遣
　建築士や弁護士、建設業者、不動産コンサルタントなどの専門家を無料で派遣します。

03－3376－3290（JSCA東京）

03－5989－1457

（URL  https://www.taishin.metro.tokyo.jp/）

URL  https://www.jhf.go.jp/

お問い合わせください。

まちづくり業務部マンション再生・再開発支援グループ
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す。改修助成を利用する場合は、原則として掲示していただきます。詳しくは、ホームページ「東京都耐震
ポータルサイト」を御覧ください。

03（5989）1493

03（5989）1493

（令和2年6月1日現在）

令和4年3月31日

令和5年3月31日

　昭和57年1月1日以前から所在する家屋について、令和3年3月31日までの間に一定

令和3年3月31

（地方税法附則第15条の9第1項から第3項まで、同法附則第15条の9の2第1項から第3項まで）

　なお、上記の一定の耐震改修を一般省エネ改修工事及び耐久性向上改修工事と併せてし
た場合、標準的な工事費用相当額の 10％相当額（最高 50 万円※2）が所得税から控除さ
れる場合があります。
　※１　住宅耐震改修工事に要した費用の額に含まれる消費税額等（消費税額及び地方消費税額の合計額をいい
　　　ます。）のうちに、8％又は10％の税率により課されるべき消費税額等が含まれていない場合は最高20万円
　※２　太陽光発電設備設置工事を併せて行った場合は最高60万円

　昭和 56年 5月31日以前に建築された住宅の所有者が、令和 3年 12月31日ま
でに一定の耐震改修を行った場合、標準的な工事費用相当額の 10％相当額（最高 25
万円※1）が所得税から控除される場合があります。

（租税特別措置法第41条の19の2、第41条の19の3）

（東京都都税条例第134条第1項第4号、同条例第188条の30、東京都都税条例施行規則第31条第2項）
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建替設計

（令和2年6月１日現在）

（令和2年10月改訂）

街づくり支援部建築課耐震化推進担当 03-3578-2845

都市整備部市街地整備課耐震改修担当

都市基盤部建築課耐震化促進係

都市整備部建築課建築安全係

都市整備部住宅課住宅安全係

都市開発部建築指導準備課管理担当

都市建設部まちづくり推進課住宅担当

まちなみ整備部住宅政策課

都市整備部住宅課住宅政策係

都市開発部住宅課耐震化促進係

環境安全部環境・住宅課住宅係

まちづくり部建築指導課

都市建設部施設建設課保全計画・建築担当

都市整備部都市計画課開発・住宅係

まちづくり部住宅課住宅係

都市建設部都市計画課開発指導係

都市整備部都市計画課住宅係

042-378-2111

042-544-4413

03-5662-6389

0422-60-1976

042-470-7777（内線2625）

042-393-5111（内線2425）

03-3430-1359（直通）

0422-45-1151（内線2812,3）

03-3312-2111（内線3328）

042-558-1111（内線2715）

042-555-1111（内線275）

042-548-2067

042-464-0020

0428-23-3793

042-565-1111（内線278）

042-598-1011（内線131）

※助成制度の内容は各区市町村によって異なります。詳しくは各区市町村にお問い合わせください

（2）25

都市整備部木密・耐震整備課整備促進係

都市整備部防災まちづくり課耐震化促進係

防災都市づくり部防災街づくり推進課管理係


